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近年，日本に寄港するクルーズ船の寄港回数や日本のクルーズ人口が増加している．しかしながら，日本の一人当た

りクルーズ人口は，欧米の先進諸国と比較すると少なく，クルーズ人口の潜在的需要があるものと考えられる．そこで

本研究では，クルーズツアー未経験者を対象としてツアーへの参加意識についてモデルを構築し，ツアーへの参加意識

を向上させる要因について分析を行った．その結果，総所要日数，ツアー料金については，より短期間，低価格のカジ

ュアルなクルーズツアーを提供すべきであることが示唆された．また，フライ＆クルーズの導入によりツアー日数を短

縮することも有用であることが示された． 

Key Words : cruise ship tourism, potential demand, ordered logit model 

1. はじめに 

近年，クルーズ船の日本の港湾への寄港回数は順調に

増加している．2010 年の外国・日本船社合計の寄港回

数は 929回であったが，2015年には過去最高の 1,452回

を記録した 1)．クルーズ船により日本へ入国した外国人

旅客数は，2015 年には約 111.6 万人となり 1)，国土交通

省の「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」

で 2020 年の目標としている，クルーズ船で来日する観

光客 100万人を 5年前倒しで達成した．クルーズ船の入

港は寄港地に大きな経済効果をもたらし，地域経済の活

性化としても期待されており，注目度が増している観光

資源である． 

外航クルーズを利用する日本人乗客数も 2003 年より

増加傾向にあり，2013 年には過去最高の 13.8 万人を記

録した 2)．しかしながら，日本人のクルーズ船利用率

（クルーズ船利用者数／人口）は世界的にみて多いとは

言い難く，日本の 100人当たりのクルーズ人口が 0.16人

であるのに対し，米国，英国，豪州，カナダはそれぞれ

2.62人，1.38人，1.11人，1.00人となっている 3)．クルー

ズツアーは，経済的に豊かな国に住んでいる 50～69 歳

の比較的年齢層が高い人が乗客となることが多い 4)．こ

の条件は日本にマッチしているものの，欧米諸国と比較

すると，日本のクルーズ人口は少なく，さらなる潜在的

需要が存在しているものと考えられる．それらの潜在的

利用者がクルーズツアーを利用することにより，クルー

ズ市場はさらに活況になるものと考えられる．そこで本

研究では，未経験者のクルーズツアーに対する選好を分

析し，クルーズツアー利用意向に影響する要因を特定す

ることを目的とする．具体的には，表明選好法（SP）

によりクルーズツアー未経験者に対してアンケート調査

を実施し，オーダードロジット型の行動モデルを構築し，

クルーズツアー参加要因について考察を行う． 

クルーズツアーはリピート率が比較的高いため 5)，ク

ルーズ人口増加のためには，一度クルーズツアーに参加

させることが肝要である．インタビュー調査より，クル

ーズ利用者の 3割割程度はリピート客である．そのため，

クルーズ人口の増加および安定的に利用者を確保するに

は，クルーズツアー非利用者の行動を分析し，利用に促

すことが重要である． 
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2. 既存研究の整理と本研究の位置付け 

クルーズ船に関連する既存研究を整理し，本研究の位

置付けを明確にする．クルーズ研究では，主に寄港地で

の経済的効果やマーケティングに関連するものが中心で

ある．他にも船員の労働問題 6)や環境影響分析 7)に関す

る研究がある．本研究はクルーズツアー未経験者の行動

分析による利用促進要因の分析であるため，マーケティ

ング系の研究に位置付けられる． 

本研究が対象にしているマーケティング系の研究では，

低価格・短期クルーズの実施が効果的という結論を導く

研究が比較的多い 8)，9)．例えば，シンガポールのスター

クルーズが 2000 年に実施した日韓間の低価格，短期ク

ルーズは非常に好評であったが，クルーズ期間を長くし

たことにより乗客は減少し，同社は撤退している 8)，10)．

クルーズツアー利用者に若者が少ない理由の一つとして，

高価格，長期クルーズを挙げる研究もあり，低価格，短

期クルーズの促進により若者やファミリー層を取り込む

可能性があるとしている 11)．また，若者やファミリー層

の取り込みにはカジュアル船の導入が効果的であるとす

る研究もある 9)．日本にはカジュアルクラスのクルーズ

船が少なく，ラグジュアリークラスの船が多い．そのた

め客単価が上昇し，結果として比較的裕福で時間的余裕

のある年齢層の高い乗客がクルーズツアーの利用者とな

っているのである．しかしながら，クルーズツアーは長

期化の傾向がある．図-1に，外航クルーズ泊数別乗客数

の推移を示す．乗客数に泊数を乗じた人泊数は，クルー

ズの長期化傾向により，2014年は 150.0万人泊なりった．

2015年の泊数別乗客数については，7泊以下が減少し，

8 泊以上が増加した．その結果，2015年の平均泊数は前

年比 1.5泊増の 8.9泊となった。 

以上のように，クルーズ船に関する研究はいくつか存

在し，クルーズ船利用の促進を目的としたクルーズ船利

用者の行動を分析した研究が存在している．しかしなが

ら，日本におけるクルーズ船未利用者を対象としたクル

ーズ利用意向に関する分析は，筆者らが知る限りでは存

在しない． 

3. アンケート調査 

(1) 調査概要 

本研究では横浜港発着のクルーズツアーを対象とした

ため，横浜港利用圏内である 1都 3県（東京，神奈川，

千葉，埼玉）在住のクルーズツアー未経験者を対象とし

た．アンケートの目的は，本研究で対象とする首都圏在

住のクルーズ船非利用者の①クルーズに対する潜在的意

識・特性や旅行特性を把握することと，②架空ツアーに

対するツアー選択モデルの構築に必要なデータ取得を調

査することである．  

アンケート調査の概要を表-1 に示す．本アンケート

調査は，ウェブ登録制のモニターを有している調査会社

に依頼して実施した．2015年 12月 15日〜17日にスクリ

ーニング調査を実施し，宿泊を伴うクルーズ船を利用し

たことがない 20～60代の男女 1,000人を抽出した．  

抽出した 1,000人の性別構成は，男性と女性がそれぞ

れ 500人で同人数になるようにした．クルーズ船を実際

に利用している乗客は，クルーズ船社 2社へのインタビ

ュー調査によると，女性が約 6割で男性と比較してやや

多い．しかし，本研究ではクルーズ船非利用者の意識を

分析するため，男女比は同じとした． 

年齢構成についても同様の理由で，20～60 代の各世

代の構成比は同じにした．クルーズ船社 2社へのインタ

ビュー調査によると，60 代以上の利用割合が比較的高

く，年齢層が低くなるほど，利用割合は下がる傾向にあ

る．また，現役者と退職者では退職者の方が利用者数が

多いことがインタビュー調査により明らかとなった．現

役者と退職者のクルーズ船の利用意向に対する比較をす

るため，退職者のサンプルを 500サンプル得ることとし

た．退職者の性別は男性が 94.5％と多く，50代が 14.6％，

60代が 85.4％となっている． 

年収についてもクルーズ船の利用意向に影響を与え

ると考えられる．年収が高いほどクルーズ船を利用する

ものと考えられる．そのため，現役者については各世代

図-1 外航クルーズ泊数別乗客数の推移 2) 

表-1 アンケート調査概要 

項目 内容 

調査日時 スクリーニング：2015年12月15日〜17日 

本調査：    2015年12月22日〜24日 

調査対象者 

(スクリーニング) 

・ 東京・神奈川・千葉・埼玉在住の宿泊を伴うクルー

ズ船の非利用者 

・ 学生を除いた20代～60代の男女1,000人のモニター 

配布，回答方法 ウェブ上でアンケートを配布，回答 

調査内容 ・個人属性 

・クルーズツアーへの参加条件検討要因（オプション

や寄港地，最適料金・期間等） 

・普段の観光行動 

・クルーズツアーへの参加意向 (SPアンケート) 

有効回答数 1,000（有効回答率：100％） 
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の平均年収を下回るサンプル数と上回るサンプル数が同

じになるようにした．なお，学生はクルーズ船を利用す

る可能性が低いと考えられるため，スクリーニングによ

り学生を除いている．保有金融資産の分類に関しては，

楽天リサーチ株式会社より頂いたアンケートモニターの

保有金融資産分布データより均等になるよう５つの分類

に分けた。平均年収については，厚生労働省国民生活基

礎調査の概況より算出し，各年代の平均年収（20 代：

300万円，30代：550万円，40代：650万円，50代 700万

円，60 代：530 万円）を上回るか・下回るかで分類を行

う。また，学生はクルーズツアーを利用する傾向にない

ため，学生は対象から除外した． 

職業については，会社員 31.5％，自営業 7.2％，主婦

（主夫）24.6％，パート・アルバイト 8.9％，退職者

25.4％，その他 2.4％である．職業構成比については，世

代別に大幅な差異は存在していない．  

(2) 未経験者のクルーズツアー参加意向調査 

 未経験者のクルーズツアーへの参加意向を表明選好法

（SP）により調査した．この調査は，利用者行動モデ

ル構築の際に入力データとして利用する選好調査である． 

SP アンケート調査で用いた各ツアーの条件（期間，ツ

アー料金，寄港地，クラス，企画）を表-2に示す． 

 各ツアーを構成する各条件は現実的な値となるよう，

実際のツアーの料金や費用を参照し，さらにクルーズ船

社へのインタビュー調査を経て決定した．ツアーB，E，

I はフライ＆クルーズとなっており，往路は飛行機での

移動とした．8 つのツアーに対する参加意向を「乗ると

思う（4）」，「おそらく乗る（3）」，「おそらく乗ら

ない（2）」，「乗らないと思う（1）の 4つのカテゴリ

ーから選択してもらった． 

4. モデルの構築

(1) 効用関数の特定化 

 離散選択モデルを用いて，クルーズツアーに対するク

ルーズ船未利用者の行動を分析する．本研究では，アン

ケート回答者に架空クルーズツアーを 8つ提示し，それ

ぞれのツアーに対する参加意向を回答してもらった．ツ

アーへの参加意向には，「かなり参加したい」，「少し

参加したい」などの順序が存在するものと考えられる．

そのため，参加意向の間の効用差を閾値で考慮すること

が可能で，閾値の効用差は潜在的な心理量と解釈される

オーダードロジットモデル（OLM）を用いる．各クル

ーズツアーで示した各施策について，「乗ると思う

（4）」，「おそらく乗る（3）」，「おそらく乗らない

（2）」，「乗らないと思う（1）」の 4つのカテゴリー

から 1 つを選択してもらった．k 番目（k=1〜4）のカテ

ゴリーを選択する確率 P(k)，アンケート回答者の効用関

数 V は，それぞれ式(1)，式(2)のように示すことができ

る． 

表-2 SPアンケートにおける各ツアーの条件 

ツアーA ツアーB ツアーC ツアーD ツアーE ツアーF ツアーG ツアーH ツアーI 

期間 10泊11日 

8泊9日 

（羽田→香港：

航空機）  

4泊5日 13泊14日 

6泊7日 

（羽田→台湾：

航空機） 

6泊7日 5泊6日 12泊13日 

3泊4日 

（成田→釜山：

航空機） 

ツアー料金 

*1人分の料金 
12万円 30万円 9万5千円 60万円 15万円 22万円 6万5千円 27万円 4万5千円 

寄港地 

*下線：海外 

横浜・釜山・

長崎・台北・

那覇・横浜 

羽田・香港・台

北・那覇・神

戸・横浜 

横浜・済州島・

横浜 

横浜・那覇・香

港・済州島・神

戸・横浜 

羽田・台北・長

崎・神戸・横浜 

横浜・鹿児島・

釜山・横浜 

横浜・済州島・

鹿児島・横浜 

横浜・那覇・台

北・香港・鹿児

島・横浜 

羽田・釜山・神

戸・横浜 

クラス カジュアル ラグジュアリー プレミアム ラグジュアリー プレミアム ラグジュアリー カジュアル プレミアム カジュアル 

企画 

有名アーテ

ィストによる

ライブ 

有名アーティ

ストによるライ

ブ 

寄港地での現

地ツアー 

寄港地での現

地ツアー 

寄港地での現

地ツアー 

有名レストラン

（シェフ）の食

事 

寄港地での現

地ツアー 

有名アーティ

ストによるライ

ブ 

有名レストラン

（シェフ）による

食事 

期間 10泊11日 

ツアー料金 12万円（2名1室 お1人料金） 

寄港地 (下線は海外) 横浜・釜山・長崎・台北・那覇・横浜 

クラス カジュアル 

企画 有名アーティストによるライブ 

図-2 SPアンケートの一例 
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θkは k番目の閾値である．βiは効用関数 Vに導入する 6

個の説明変数の未知パラメータである．6 個の説明変数

については，アンケート回答者のクルーズツアーに対す

る選好に影響を与えると考えられる要因を抽出した．各

説明変数について，以下で説明する．  

a) 総所要日数（日）：Day 

総所要日数は，起点港から終点港までのクルーズツア

ーの日数である．なお，寄港地間の航行日数は

SeaRates.com を用いて算出し，航行距離，航行時間，寄

港地での滞在時間（入国管理など諸手続きに最低 6時間

は必要と仮定）を考慮し，算出した．フライ＆クルーズ

の場合には，起終点のいずれかが羽田空港となる．通常

の交通行動では，総所要日数が多いほど利用者が減少す

ると考えられる．しかし，クルーズ船の利用意向におい

ては，長いツアーが好まれる可能性もある．そのため，

符号条件は不明である． 

b) ツアー料金（円）：Price 

ツアー料金は，提示するクルーズツアーの料金である．

なお金額は実際のツアーやクラスによる平均ツアー金額

を基に算出した．料金が低いほど利用者は増加すると考

えられるため，符号条件は負である． 

c) 寄港地ダミー：Port 

寄港地に関しては，国内の寄港地として起終点港であ

る横浜以外に，「神戸・鹿児島・長崎・那覇」を選定し

た．選定理由は，国内港湾においてクルーズ船の寄港回

数が比較的多いことである 2)．博多港のクルーズ船寄港

回数は 115回（国内港湾 2位）と多いが，本研究で対象

とする東京近郊在住の日本人は，九州の他寄港地と比較

して，福岡（博多）へ訪れる際には飛行機を選択する場

合が多いと考えられる．また，長崎および福岡をクルー

ズツアーに含めると，SP アンケートの設計が困難にな

ることもあり，博多は寄港地から除外した．また，本研

究では日本発着のクルーズツアーを対象にしているため，

海外の寄港地は全て東アジア圏内である「釜山・済州

島・台北・香港」を対象とした．これらの港湾に寄港す

る場合を 1とし，寄港しない場合を 0としたダミー変数

である． 

d) フライ＆クルーズダミー：Fly 

フライ＆クルーズとは，クルーズ船と飛行機を組み合

わせたツアーである．クルーズ船の発着港まで飛行機で

行くか，クルーズツアーの往路もしくは復路のいずれか

を飛行機で移動するクルーズツアーである．インタビュ

ー調査によると，クルーズ船のみのツアーと比較して，

フライ＆クルーズはツアー全体の総所要日数を短縮する

ことができるため，近年人気が高まっているとのことで

ある．そのため，変数の一つとして採用した． 

フライ＆クルーズのツアーである場合を 1とし，クル

ーズのみのツアーを 0としたダミー変数である． 

e) クラスダミー：Class

クルーズ船は「カジュアル・プレミアム・ラグジュア

リー」と 3つのクラスに分類されている．それぞれサー

ビス内容や価格が異なる．インタビュー調査および各ク

ルーズ船社が提供している情報を踏まえ，各クラスの特

徴を被験者に提示した．各クラスに該当するツアーの場

合を 1とし，該当しない場合を 0としたダミー変数であ

る． 

f) オプションサービスダミー：Option 

クルーズツアーには，ツアーをより魅力的にするため

に様々なオプションサービスが提供されている．そのう

ち，インタビュー調査より比較的満足度が高く，近年オ

多く提供されているオプションサービスである「寄港地

の現地ツアー」「有名レストラン（シェフ）による食事」

「有名アーティストによるライブ」を架空クルーズツア

ーに組み込んだ．それぞれのオプションサービスが組み

込まれているツアーの場合を 1とし，該当しない場合を

0としたダミー変数である． 

以上の 6変数を用いて，横浜港発着アジア近海航路に

対するクルーズ船非利用者行動モデルを構築した結果を

表-3 に示す．頑健性の強いモデルを構築するため，t 値

や尤度比などの統計量を参照して説明変数を取捨選択し，

現役者，退職者別に 2パターンのモデルを得た．  

OLM のパラメータ推定の結果を表-3 に示す．全ての

モデルにおいて尤度比が 0.3 を超えており，モデルはあ

る程度の頑健性を有しているものと考えられる．閾値の

t 値は一部を除き 5％有意水準を満足しているため，カ

テゴリー間の有意性は高く，OLM の適用は適切であっ

たといえる．さらに，クルーズツアーへの参加が前向き

な選択になるにつれて係数が上がっているため，効用が

高い人ほどツアーに参加しやすいという意識を正しく表

現できている． 

モデル 1では，全てのサンプルを用いてモデルを構築

した結果である．寄港地については横浜，クラスについ

てはカジュアルが基本とした．オプションサービスをモ

デルに考慮すると，全てのモデル（1～5）で尤度比およ

び的中率が小さくなるため，オプションサービスはモデ

ルに考慮しなかった． 

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 844



モデル 2，モデル 3では，モデル 1から「寄港地」を

除き，それぞれ「フライ＆クルーズ」，「クラス」を考

慮している．寄港地，フライ＆クルーズ，クラスの 3変

数のうち 2変数以上を同時に考慮すると，本研究の基幹

変数である「総所要日数」または「ツアー料金」の係数

および t値が，符号条件や 10％有意水準を満足しなくな

る．そのため，これらの変数を別々に用いてモデル構築

を行った． 

モデル 4，5 は，それぞれ現役者と退職者を対象にし

たモデルである．モデル 5の退職者のサンプル数が 254

であるのは，主婦（夫）の 246サンプルを除いたためで

ある． 

(2) 考察 

表-3にパラメータ推定結果を示す．まず，「総所要日

数」および「ツアー料金」の係数が負となり，総所要時

間とツアー料金が高いほど，クルーズツアー参加意向が

増加する可能性が示唆された．ツアー料金については，

料金が安価になるほど利用意向が上昇するため，想定通

りの結果といえる．総所要日数については，ツアー日数

が短くなるほどツアーへの参加意向が上昇する結果とな

った．しなしながら，近年は日本に寄港するクルーズツ

アーは長期化傾向にある．パラメータ推定の結果より，

クルーズ船非利用者の参加意向を上昇させるにはクルー

ズツアーは短期に設定することが有効であるため，短期

クルーズツアーの提供も維持すべきであることが示唆さ

れる． 

また，フライ＆クルーズの係数が正になっている．フ

ライ＆クルーズそのものが好まれる訳ではなく，フライ

＆クルーズ導入の結果として総所要日数が短縮され，ク

ルーズツアー参加意向が高まったものと考えられる．今

回の SP アンケート調査では，ツアーB の羽田～香港間，

ツアーE の羽田～台北間，ツアーI の羽田～釜山間にフ

ライ＆クルーズを導入し，クルーズツアーのみの場合と

比較し，総所要日数がそれぞれ 5 日，3 日，2 日短縮さ

れている．以上の結果より，クルーズツアー期間の設定

を短期にすることで非利用者のクルーズツアー参加可能

性が上昇するものと考えられる． 

また，基礎集計から明らかになったように，「時間がな

い」人に関してはフライ＆クルーズの有効性が高いこと

表-3 パラメータ推定の結果 

説明変数 

モデル1：全体 

（N=1,000） 

モデル2：全体 

（N=1,000） 

モデル3：全体 

（N=1,000） 

モデル4：現役者 

（N=500） 

モデル5：退職者 

（N=254） 

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 

総所要日数 -0.13 -3.04 0.06 1.58 0.04 1.22 -0.17 -2.87 -0.07 -0.81 

ツアー料金 -0.03 -4.80 -0.02 -3.29 -0.03 -2.15 -0.03 -3.94 -0.02 -1.54 

寄港地 横浜 - - - - - - 

神戸 

鹿児島 0.26 2.08 0.31 1.82 0.08 0.31 

長崎 1.67 4.38 1.94 3.75 1.11 1.37 

那覇 0.33 1.56 0.36 1.23 0.39 0.88 

釜山 0.03 0.40 0.01 0.07 -0.02 -0.14 

台北 -0.68 -2.63 -0.96 -2.63 -0.11 -0.19 

済州島 

香港 1.70 3.99 1.99 3.42 1.08 1.19 

フライ&クルーズ 0.38 5.42 

クラス ラグジュアリー -0.03 -0.21 

プレミアム -0.04 -0.67 

カジュアル - - 

オプション 現地ツアー 

有名アーティスト

のライブ 

有名レストラン・

シェフの食事 

閾値 

カテゴリー1→2 -0.19 -1.05 0.02 1.67 -0.10 -3.25 -0.70 -2.76 0.52 1.37 

カテゴリー2→3 1.48 8.00 1.31 4.69 0.22 3.35 1.06 4.15 2.36 6.08 

カテゴリー3→4 3.27 16.52 2.73 6.41 1.55 5.33 2.85 10.46 4.35 10.11 

サンプル数 
9,000  

(=1,000人*9問) 

9,000 

 (=1,000人*9問) 

9,000 

 (=1,000人*9問) 

4,500 

 (=500人*9問) 

2,286 

 (=254人*9問) 

自由度調整済み尤

度比 
0.36 0.32 0.31 0.33 0.41 

的中率 42.1% 42.0% 41.0% 43.3% 44.8% 
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からも変数としての入れ方の工夫を行うべきである。 

「寄港地」については，国内では「長崎」の係数が比

較的大きい．つまり，寄港地のうち，長崎への寄港が最

もクルーズツアーに対する参加意向を押し上げる要因と

なっている．「長崎」については，基礎集計においても

最も人気の寄港地であるため正確に表現できている。こ

れは，長崎に対するイメージとして，まちが港に面して

いることなどから，みなとまちであることが大きく影響

しているものと考えられる．香港についても同様で，香

港はみなとまちでクルーズ船の“メッカ”としての印象

がある．反対に，台北は基隆港から約 30km 内陸に位置

しており，みなとまちとは言い難い都市である．「訪れ

たい都市」に対する選好において，台北を訪れたい（訪

れたい・まあまあ訪れたいの合計）と考える回答者は

47.9％であり，香港を訪れたい回答者の 47.4％とほぼ同

じであった．しかしながら，クルーズツアー寄港地とし

ては，台北の係数は負となった．以上より，クルーズ船

の寄港地選択においては，長崎や香港など，いわゆるク

ルーズツアーにおいては“定番”の寄港地を含むツアー

にすることが，クルーズツアーへの参加意欲を高めるた

めに有効と考えられる． 

那覇港はクルーズ実績が日本国内でも上位に位置して

おり，特に外国船の寄港回数は１位を記録したことがあ

る。2012 年には 67 回の寄港があり，約７万人が那覇港

に訪れている．那覇港は後背地が魅力的であるため，ク

ルーズ船寄港地としての魅力も高いが，本研究で対象と

している横浜発着のクルーズツアーに限ると，距離的に

遠く，沖縄がツアーに入っていたとしてもそれほど効用

は上がらない． 

韓国の「釜山」と「済州島」については，韓国の二つ

の寄港地に訪れたくない（訪れたくない・あまり訪れた

くない）と考える回答者は釜山が 51.9％，済州島が

49.9％と韓国の二都市に対しては後ろ向きな回答が多か

った．アンケートの自由回答欄においても，韓国に対す

る後ろ向きな回答が目立った．しかしながら，パラメー

タ推定の結果，t 値が 10％有意水準で有意とならなかっ

た．これは，アンケート回答者は韓国に積極的に行きた

いと考えている人は少ないものの，クルーズツアーに韓

国が入っていたとしても，そのクルーズツアーへの不参

加の決定的な理由とはならないと解釈できる． 

また，「クラスダミー・オプションダミー」の変数も

考慮したが，寄港地を含めパラメータ推定をしたところ，

t 値が低くなった。クラスは，第４章で述べたが，ラグ

ジュアリー，プレミアム，カジュアル３つのクラスに分

かれており，料金が上がるにつれてカジュアル→プレミ

アム→ラグジュアリーとランクが上がる。そのため，ク

ラスダミーは「料金」と相関が高いと考えられる。クラ

スダミーと料金は似た変数であるため，分けてモデル構

築を行った。 

「オプションサービス」については，「現地でのツア

ーガイド」，「有名アーティストによるライブ」，「有

名レストランによる食事」をクルーズツアーに組み込ん

だ．しかしながら，いずれのオプションサービスも t値

が低く，クルーズツアーそのものの（非）利用要因とな

らないことが示唆された．しかしながら，インタビュー

調査によると，実際にクルーズ船に乗船し，これらのオ

プションサービスを経験した乗客には概して好評を博し

ている．しかしながら，本研究で対象としたクルーズツ

アー非利用者の参加意向を高める要因とはならないもの

と考えられる． 

本研究では，現役者と退職者に分けてモデル構築を行

った．現役者のモデルは全体モデルとパラメータ，t 値

ともにほぼ同じ傾向が示されたが，退職者モデルについ

ては全変数において t値が 10％有意水準を満足しない結

果となった．退職者に関しては，SP アンケートでの架

空ツアーでのネガティブな回答が多かった。図６－３に

架空ツアーの参加意向を示した結果，「キャプティブ層」

と「退職者」はクルーズ船利用に対して，ネガティブな

回答の割合が多く，今回考慮した変数では，クルーズ船

への参加傾向を把握しきれなかったといえる。そのため，

今後変数についても検討が必要である。 

 また，「クラスダミー・オプションダミー」の変数も

考慮したが，寄港地を含めパラメータ推定をしたところ，

t 値が低くなった。これは，クラスダミーが「料金」と

相関が高いと考えられるため，分けてモデル構築を行っ

た。 

総所要日数とツアー料金を比較すると係数に大きな差

がみられる。総所要日数では係数が高く，非利用者の選

択に大きな影響があることが明らかとなった。また，両

変数の符号より，総所要日数は「短く」，ツアー料金に

関しても「短く」することがクルーズツアーの利用を促

進するものと考えられる。 

閾値については，各カテゴリー間の t 値が概ね 5％有

意水準を満足している．また，閾値の係数は施策参加に

対して肯定的になるほど上昇しているため，施策の参加

に肯定的であるほど施策に参加しやすいことを示してい

る．以上の結果は期待通りの結果であるため，OLM の

採用は適切であったと考えられる．  

6. おわりに

本研究では，クルーズツアー未利用者のクルーズツア

ー利用意向を調査し，その行動をオーダードロジットモ
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デルを用いてモデル化した．それにより，クルーズツア

ー参加意向に影響する要因を考察した． 

総所要日数，ツアー料金については，パラメータが負

の値となった．また，クルーズツアーのクラスが上がる

ほど，クルーズツアーへの参加意欲が低下した．そのた

め，未経験者のクルーズツアー参加意識向上のためには，

短期間，低価格のカジュアルなクルーズツアーを提供す

べきであることが示唆された．また，フライ＆クルーズ

の導入によりツアー日数を短縮することも有用である． 

今回はクルーズツアー未利用者を対象とした分析を試

みたが，クルーズ人口の増加，維持にはクルーズツアー

経験者のリピート行動の分析も必要である．本研究によ

り，クルーズツアーの潜在的需要はある程度存在するこ

とが示唆されたが，基本的には一度利用した人のリピー

トがクルーズ人口の増加，維持に帰結するものと考えら

れる． 
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